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Ａ. 研究目的 

 我が国では急速な高齢化が進行しており、今

後も高齢者人口の増加が見込まれている。2040

年頃には、高齢者人口がピークを迎えるととも

に、医療・介護ニーズのさらなる増大が予測さ

れている１）。このような状況の中で、高齢者が

住み慣れた地域で自分らしい生活を継続でき

るよう支えるサービス提供体制の構築が重要 

 

な課題である。 

その中核的な要素の一つが在宅医療である。

高齢者の多くは慢性疾患や複数の疾病を抱え

ながら生活しており、入院医療だけでなく地域

において継続的に医療を受けることができる

体制の整備が求められている 2）。また、高齢者

の生活を支えるためには医療のみならず介護

サービスとの連携が不可欠であり、医療と介護
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の切れ目のない連携体制の構築が重要である。 

在宅医療については、1：日常の療養支援、2：

入退院支援、3：急変時の対応、4：看取りから

なる「在宅医療の 4つの場面」を地域で切れ目

なく支える体制の整備が求められている１）。こ

れらの場面では、医療機関、訪問看護、介護サ

ービス事業所、地域包括支援センター、行政な

ど多様な主体が連携しながら支援を行う必要

がある。 

一方で、医療・介護資源の状況や人口構成は

地域によって大きく異なり、特に僻地や中山間

地域、小規模自治体では医療資源の不足やサー

ビス提供体制の脆弱性などの課題が指摘され

ている。そのため、これらの地域において医療・

介護連携を効果的に推進するためには、地域の

実情に応じた体制整備を進めるとともに、医

療・介護連携の状況を把握・評価するための指

標を検討することが重要である。 

また、地域における医療・介護体制のあり方

を検討する際には、サービス提供側の視点だけ

でなく、地域住民の意向やニーズを把握するこ

とも重要である。特に、高齢期に安心して暮ら

せる地域の条件や、医療・介護体制に対する不

安、災害発生時や感染症流行時に行政や地域の

医療・介護体制に期待する役割などを明らかに

することは、地域における医療・介護連携の在

り方を検討するうえで重要な基礎資料となる。 

そこで本研究では、僻地・中山間地域および

小規模自治体における医療・介護連携に係る指

標の検討に資することを目的として、地域住民

を対象としたウェブアンケート調査を実施し

た。本調査では、地域における医療・介護体制

に対する住民の認識や不安、災害発生時および

感染症流行時に行政へ期待する役割、さらに高

齢期に安心して暮らせる地域の条件等につい

て把握し、医療・介護連携に関する指標の検討

に資する基礎資料を得ることを目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

Ｂ-1．調査方法 

（1）調査対象と目標回収数 

奈良県在住の 40～79歳の住民を対象とした。

調査対象者は、年齢階級別・男女別の人口構成

比に基づき割付を行った。目標回収数は 1,600

名とした。 

 

（2）調査方法と調査期間 

インターネット調査会社の登録モニターを

対象とした無記名ウェブアンケート調査を実

施した。対象者にはメールで調査案内を配信し、

調査に同意したモニターから回答を回収した。

調査は 2026 年 1月に実施した。 

 

（3）主な調査項目 

主な調査項目は以下のとおりである。 

• 基本属性（性別、年齢、居住地、移動手段、

運転免許返納状況） 

• 健康状態および生活状況、医療・介護利用状

況（かかりつけ医・歯科医、要介護度など） 

• 地域との繋がりや住み続けたい地域の特徴 

• ACP（アドバンス・ケア・プランニング）の

認知、医療と介護の連携に関する認識 

• 災害発生時および感染症流行時における行

政への期待 

• 自由記述による意見 

Q：高齢になっても安心して暮らせる地域

とは、どのような地域ですか。 

Q：お住まいの地域の医療や介護の体制に

ついて不安に感じることや要望はありま

すか。 

Q：今後発生する災害（大地震や風水害など）

の際に、行政（市町村）にどのような対応

を期待しますか。 

Q：今後感染症が拡大した場合（パンデミッ

ク時）に、行政（市町村）にどのような対

応を期待しますか。 

 

Ｂ-2．分析方法 

自由記述回答については、テキスト分析ソフ

トである KH Coder（Ver.3.02c）を用いて分析
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を行った。分析に際しては、設問ごとに回答を

1 文書 1 行の形式に整理したうえで、不要な改

行や空白の削除などの前処理を実施した。また、

意味的に近い語については可能な範囲で同義

語整理および表記統一を行った。 

その上で、以下の分析を実施し、回答内容に

おける主要な語の出現傾向および語同士の関

連性を検討した。 

• 頻出語分析 

• 共起ネットワーク分析 

 

（倫理面への配慮） 

本研究は国立保健医療科学院倫理審査委員会

の承認を得て実施した。調査は無記名で実施し、

回答は統計的に処理するとともに、個人情報の保

護および研究倫理に十分配慮して実施した。 

 

Ｃ. 研究結果 

Ｃ-1. 回収状況 

最終的な回収数は 1,681名であった。年齢階

級別および男女別の回収数は、75歳以上女性群

の回答が目標数に達しなかったため70-74歳女

性群からの回答で補充したが、概ね目標割付に

沿った構成となった（表１）。 

県内の 39 自治体別では、県庁所在地である

奈良市からの回答が最多（482 人）であり、次

いで橿原市（181人）、生駒市（140人）、大和

郡山市（117 人）であり、県内自治体の人口比

率に近い割合であった。県南部の過疎地域の自

治体（十津川村、東吉野村など）からの回答は

１名であったものの、全ての自治体に居住する

住民から回答を得ることができた。回答者のう

ち、要支援：14人、要介護：18 人であった。 

 

Ｃ-2. 調査結果 

Ｃ-2-1. 急病時の医療対応に対する認識 

「自宅で急に具合が悪くなった際に、往診や救

急との連携により迅速で適切な対応が受けられ

ると思いますか」という質問に対しては、「強く

そう思う」「ややそう思う」と回答した者が多数

を占めた一方で、「あまりそう思わない」「全く

そう思わない」と回答した者も同程度存在し、地

域の医療提供体制に対する不安が示された。（図

1） 

 

Ｃ-2-2. 人生の最期を迎えたい場所 

自身が回復困難な病気となり、1 年以内に死亡

すると診断された場合の希望する最期の場所と

しては、「自宅」が最も多く、次いで「病院・診

療所」および「ホスピス・緩和ケア施設」が多か

った。この結果から、5 割程度の住民が自宅での

看取りを希望していることが示唆された。（図 2） 

 

Ｃ-2-3. 災害発生時に関する意識 

(1）災害発生時の医療・介護に対する不安 

災害発生時に必要な医療や介護を受けられな

くなることへの不安については、「そう思う」「や

や思う」と回答した者が多数を占め、災害時の医

療・介護体制に対する住民の不安が比較的高いこ

とが示された。（図 3） 

 

(2）在宅療養者への支援 

在宅療養者が災害発生時にも生活を継続でき

るようにするために必要な支援としては、以下の

項目が比較的多く選択された。 

• 食料・水・生活物資の確保 

• 医療や介護に関する連絡体制の確保 

• 急変時や避難時の搬送体制 

• 医療・介護・行政が連携した相談体制 

 

(3）避難所で期待される支援 

避難所において住民が期待する医療・介護支援

としては、以下の項目が比較的多く選択された。 

• 医師や看護師による健康チェック 

• 持病に対する薬の確保 

• 感染症対策 

• 福祉避難スペースの整備 

 

(4）行政に期待される役割 
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災害発生時に行政へ期待する役割としては、以

下の項目が比較的多く選択された。 

• 食料・水などの生活物資の安定供給 

• 避難所での医療・介護支援の確保 

• 要支援者の避難支援体制 

• 医療機関・介護事業所との連携体制 

 

Ｃ-2-4. 感染症流行時に関する意識 

（1）行政から提供してほしい情報 

感染症流行時に行政から提供してほしい情報

としては、以下の項目が比較的多く選択された。 

• 発熱外来や検査医療機関の情報 

• 医療機関の受診状況 

• 地域の感染状況 

• ワクチン接種情報 

 

（2）行政に期待する役割 

感染症流行時に行政へ期待する役割としては、

以下の項目が比較的多く選択された。 

• 医療提供体制（発熱外来・入院等）の整備 

• 医療機関・介護施設への支援 

• 正確で分かりやすい情報発信 

• 医療と介護の連携調整 

 

Ｃ-2-5. 自由記述回答のテキスト分析 

（1）高齢になっても安心して暮らせる地域 

質問「高齢になっても安心して暮らせる地域と

は、どのような地域ですか」に対する自由記述回

答のテキスト分析では、頻出語（上位 5つ）は 1：

医療機関、2：地域、3：生活、4：近く、5：施設

であった。 

図 4に共起ネットワーク図を示すが、以下のよ

うな要素が特徴的に抽出された。これらは、高齢

期における生活基盤として重要な地域条件であ

ることが示唆された。 

• 医療機関や生活施設が近いこと 

• 地域の安心・安全や住民同士のつながり 

• 医療・介護・福祉サービスの充実 

• 公共交通機関の利便性 

 

（2）地域の医療・介護体制への不安 

質問「お住いの地域の医療や介護の体制につい

て不安に感じることや要望はありますか」に対す

る自由記述回答のテキスト分析では、頻出語（上

位 5つ）は 1：介護、2：不安、3：医療、4：医療

機関、5：地域であった。 

図 5に共起ネットワーク図を示すが、以下のよ

うな要素が特徴的に抽出された。 

• 医療と介護の連携への不安 

• 医療機関や介護施設の不足 

• 相談先が分かりにくいこと 

 

（3）災害発生時に行政へ期待すること 

質問「今後発生する災害（大地震や風水害など）

の際に、行政（市町村）にどのような対応を期待

しますか」に対する自由記述回答のテキスト分析

では、頻出語（上位 5 つ）は 1：避難、2：確保、

3：迅速、4：情報、5：対応であった。 

図 6に共起ネットワーク図を示すが、以下のよ

うな要素が特徴的に抽出された。 

• 安全な避難場所の確保 

• 正確な情報提供と迅速な対応 

• 医療・介護体制への支援 

• 地域での災害訓練や連携 

 

（4）感染症流行時に行政へ期待すること 

質問「今後感染症が拡大した場合（パンデミッ

ク時）に、行政（市町村）にどのような対応を期

待しますか」に対する自由記述回答のテキスト分

析では、頻出語（上位 5つ）は 1：情報、2：正確、

3：対応、4：提供、5：迅速であった。 

図 7に共起ネットワーク図を示すが、以下のよ

うな要素が特徴的に抽出された。 

• 正確で迅速な情報提供 

• 医療機関への受診体制 

• 医療体制の充実 

• 感染拡大防止対策 

 

Ｄ. 考察   

 本調査では、奈良県在住の 40～79 歳の住民を
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対象に、地域における医療・介護体制に対する認

識や不安、災害発生時および感染症流行時に行政

へ期待する役割等について把握した。 

その結果、住民が安心して暮らせる地域の条件

として、医療・介護サービスの充実に加え、生活

施設へのアクセスや公共交通機関の利便性、地域

のつながりなど、生活環境に関する要素が重視さ

れていることが示唆された。これらは、高齢者が

地域で生活を継続するためには医療や介護サー

ビスのみならず、生活基盤を含めた地域全体の支

援体制が重要であることを示している。 

人生の最期を迎える場所として自宅を希望す

る者が５割程度存在しており、在宅での療養や看

取りを支える体制の整備の重要性が示唆された。

在宅医療の推進においては、「日常の療養支援」

「入退院支援」「急変時の対応」「看取り」とい

った在宅医療の各場面を地域で支える体制の構

築が求められており、医療と介護の連携のさらな

る強化が重要であると考えられる。 

地域の医療や介護体制に関する自由記述では、

医療と介護の連携に対する不安や医療機関・介護

施設の不足、相談先が分かりにくいことなどが指

摘された。地域包括ケアシステムの推進において

は医療・介護連携が重要とされているが、住民の

視点からはその体制が必ずしも十分に認識され

ているとは言えない可能性がある。住民が安心し

て地域で生活するためには、相談窓口や支援体制

を分かりやすく示すことが重要であると考えら

れる。特に僻地や中山間地域、小規模自治体では

医療機関や生活施設へのアクセスが課題となる

ことが多く、地域の実情に応じた生活支援や移動

支援の仕組みを含めた包括的な地域づくりが重

要であると考えられる。 

災害発生時の医療・介護に関する意識について

は、必要な医療や介護を受けられなくなることへ

の不安を感じている住民が多く、生活物資の確保、

医療・介護サービスの継続、医療・介護関係者と

の連絡体制などの支援が求められていた。特に僻

地・中山間地域、小規模自治体では災害発生時の

医療と介護へのアクセスが制限される可能性が

あることから、地域の医療機関、介護事業所、自

治体が連携した地域レベルでの支援体制の構築

が重要である。 

また、感染症流行時には、医療機関の受診体制

や感染状況などの正確な情報提供を求める回答

が多く、行政による分かりやすい情報発信や医療

提供体制の整備への期待が示された。新型コロナ

ウイルス感染症（COVID-19）の経験を踏まえ、感

染症流行時には医療のみならず介護分野を含め

た地域全体での対応が求められていると考えら

れる。 

本研究は奈良県を対象としたウェブ調査であ

り、今後は地域差や年齢階級別の分析を進めると

ともに、医療・介護レセプトデータ（KDBデータ）

等と組み合わせた分析を行うことで、住民の意向

と地域における医療・介護連携の状況を多面的に

把握することが可能になると考えられる。これら

の分析結果は、僻地・中山間地域や小規模自治体

における医療・介護連携の体制整備および関連す

る指標の検討に資する基礎資料となることが期

待される。 

 

・研究の限界 

本研究にはいくつかの限界がある。第 1に、本

調査はインターネット調査会社のモニターを対

象としたウェブアンケート調査であり、調査対象

がインターネット利用者に限定されることから、

必ずしも地域住民全体の意見を代表していると

は限らない可能性がある。第 2に、本調査は奈良

県在住者を対象として実施したものであり、得ら

れた結果が他地域にそのまま一般化できるとは

限らない。第 3に、本調査は横断的調査であるた

め、住民の意識や不安と実際の医療・介護体制と

の因果関係を明らかにすることはできない。 

 

Ｅ. 結論 

本研究では、ウェブアンケート調査により、地

域における医療・介護体制や行政への期待に関す

る住民の意識を把握した。本研究で得られた住民

の意向やニーズに関する知見は、地域における医
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療・介護連携体制の整備や在宅医療の推進に向け

た施策の検討に資する基礎資料として活用でき

ると考えられる。特に、僻地・中山間地域や小規

模自治体における医療・介護連携の評価指標の検

討や、災害時および感染症流行時における地域の

医療・介護体制の整備に関する政策立案への活用

が期待される。 

 

引用文献 

１）在宅医療・介護連携推進事業の手引き Ver.4 

https://www.mhlw.go.jp/con-

tent/001468173.pdf 

 

２）在宅医療に必要な連携を担う拠点の整備・運

用に関するガイドブック（令和７年３月）

https://www.mhlw.go.jp/con-

tent/10802000/001465325.pdf 

 

Ｆ. 健康危険情報 

なし 

 

Ｇ．研究発表 

１.論文発表 

なし 

２.学会発表 

なし 

 

Ｈ. 知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 

なし 

２．実用新案登録 

なし 

３．その他 

なし
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表１．年齢階級別割付（目標数）と回収状況 

 

 

 

 

 

図１．

質問「自宅で急に具合が悪くなった時でも往診や救急との連携によって、迅速で適切な対応が受けられ

ると思いますか？」に対する回答 

 

 

 

 

45, 3%

725, 43%

687, 41%

140, 8%

84, 5%

1：強くそう思う

2：ややそう思う

3：あまりそう思わない

4：全くそう思わない

5：地域の状況がわからない
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図２． 

質問「あなた自身が病気となり治癒する見込みがなく 1年以内に死に至ると診断された場合、人生の最

期を迎える場所について最も希望する場所はどこですか？」に対する回答 

 

 

 

 

図３． 

質問「災害時に自分や家族が必要な医療や介護を受けられないのではないかと不安を感じますか？」に

対する回答 

 

 

  

908, 54%

31, 2%

341, 20%

67, 4%

28, 2%

285, 17%

21, 1%

1：自宅

2：家族や親族の家

3：病院・診療所

4：介護施設（特別養護老人ホーム、

介護老人保健施設）
5：有料老人ホーム、サービス付き高

齢者向け住宅など
6：ホスピス・緩和ケア施設

243, 14%

908, 54%

449, 27%

81, 5%

1：そう思う

2：やや思う

3：あまり思わない

4：思わない
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図４．テキスト分析による共起ネットワーク図 

質問「高齢になっても安心して暮らせる地域とは、どのような地域ですか」に対する自由回答 

図５．テキスト分析による共起ネットワーク図 

質問「お住いの地域の医療や介護の体制について不安に感じることや要望はありますか」に対する自由

回答 
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図６．テキスト分析による共起ネットワーク図 

質問「今後発生する災害（大地震や風水害など）の際に、行政（市町村）にどのような対応を期待しま

すか」に対する自由回答 

図７．テキスト分析による共起ネットワーク図 

質問「今後感染症が拡大した場合（パンデミック時）に、行政（市町村）にどのような対応を期待しま

すか」に対する自由回答 

 


